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○はじめに  

  平素は、堺市税務行政にご理解とご協力をいただき、誠にありがとうございます。  

   鉱泉浴場を経営される方は、この手引きをご覧になり、入湯税の徴収や申告納入の手続きについてご理解いただく

とともに、入湯税の適正な課税・徴収にご協力くださいますようよろしくお願いします。  
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１ 

 

 
入湯税は、環境衛生施設、消防施設、観光の振興等に要する費用に充てるための目的税で、鉱泉浴場を

利用される方に対し課税するものです。 

 

１ 堺市の制度の概要 

項 目 内  容 

納税義務者 鉱泉浴場を利用される方 

税率 
宿泊を伴う場合    １人１日につき、１５０円（１泊をもって１日とする） 

宿泊を伴わない場合 １人１日につき、 ７５円 

課税されない方 

（課税免除） 

(１)12 歳に達する日以後の最初の 3 月 31 日までの間にある者 

(２)一般公衆浴場において入湯する者 

(３)地方税法第 292 条第 1 項第 10 号に該当する障害者 

(４)宿泊を伴わない入湯をする者であって、当該入湯に係る料金（消費税相当額を除

く。）として１，０００円未満の額を負担する者 等 

 詳しくは、P3「第４ 課税免除」をご覧ください。 

徴収方法 特別徴収 

特別徴収義務者 鉱泉浴場を経営する方 

その他の手続き 
特別徴収の手続、様式の提出方法、帳簿の記載内容等については、P5「第 5 申告

等の手続き」をご覧ください。 

 

２ 入湯税納入の流れ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 １   入湯税の概要   

入湯客 

（納税義

務者） 

鉱泉浴場の経営者

（特別徴収義務者） 

 

 

帳簿に記載・保存 

毎日の 

 

・入湯客数 

・入湯に係る料金 

・入湯税額 など 

宿泊を伴う

入湯 

１人１日 

１５０円 

入湯税を徴収 

 

納入申告書を

作成・提出 

＜提出・納入期限＞ 

徴収月の翌月 15 日まで 

堺市 

市税事務所 

法人諸税課 

金融機関等で

納入書により

入湯税を納入 

宿泊を伴わ

ない入湯 

1 人 1 日

75 円 

（電子申告・納税可 

    P.７参照） 
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3 用語の説明 

用 語 説  明 

鉱泉浴場 

原則として温泉法に規定する温泉を利用する浴場をいいます。 ただし、同法の温泉に類す

るもので、鉱泉と認められるものを利用する浴場等社会通念上鉱泉浴場として認識されるもの

も含まれます。 

また、温泉を外から運んできて利用する浴場、いわゆる「運び湯」による温泉施設も、入湯

税の課税の対象となります。 

温泉 

地中から湧出する温水、鉱水及び水蒸気その他のガス（炭化水素を主成分とする天然ガ

スを除く。）で、温泉法第２条別表１に定められた温度（摂氏 25 度以上）又は別表２に

定められた物質（総硫黄など）のうちいずれかを有するものをいいます。 

一般公衆

浴場 

公衆浴場法第１条第１項に規定する公衆浴場であって、物価統制令第４条の規定に基

づき公衆浴場入浴料金の統制額が指定されている、いわゆる「銭湯」をいいます。 

特別徴収 
鉱泉浴場の経営者を特別徴収義務者として指定し、その方に納税義務者から税金を徴収

していただき、その税金を納入していただくことをいいます。 

入湯に 

係る料金 

入場料、休憩料、入湯料等の名称にかかわらず、鉱泉浴場に入湯しようとする者が支払う

べき料金（タオル、食事、休憩等入湯以外の費用が含まれている場合は当該費用を含む）

であって、消費税及び地方消費税に相当する額を除いたものをいいます。 

 

 
１ 宿泊を伴う入湯 １人１日につき、１５０円（１泊をもって１日とする） 

２ 宿泊を伴わない入湯 １人１日につき、７５円 

 同一の鉱泉浴場において入湯する場合には、入湯回数にかかわらず、宿泊客は１泊につき、宿泊を伴わない

日帰り客は１日につき、入湯税が課税されます。複数の鉱泉浴場において入湯する場合には、鉱泉浴場ごとに

課税されますが、入湯に係る料金を１回支払うことにより、複数の鉱泉浴場の入湯が可能である場合は、同一

の鉱泉浴場への入湯とみなします。  

 

① 宿泊とは 

旅館業法又は住宅宿泊事業法に規定する施設を、寝具を使用して利用することをいいます。 

 

② 宿泊を伴う入湯とは 

原則として、鉱泉浴場の経営者が旅館業法に規定する営業者又は住宅宿泊事業法に規定する住宅宿

泊事業者である施設（以下「宿泊施設」といいます。）に宿泊する者の当該鉱泉浴場における入湯をいいま

す。すなわち、鉱泉浴場経営者と宿泊施設経営者が同じ場合、宿泊を伴う入湯となりますので、経営（異

動）申告書（様式第 22 号）提出時に申告してください。 

なお、市内で鉱泉浴場と宿泊施設が別々に立地している場合などについては、課税要否について調査を行

います。 

 

③ デイユースについて 

一度の滞在で２暦日にわたらない場合（いわゆる「デイユース」）については、宿泊に該当しません。 

第 ２   税率     
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④ 宿泊を伴わず、複数日滞在を行う場合について 

２暦日にわたり継続して鉱泉浴場が設置された施設に滞在する場合の入湯については、滞在開始時刻の

属する日をもって１日とし、宿泊を伴わない場合の税率を適用します。３暦日目以降も継続して鉱泉浴場が

設置された施設に滞在する場合の２暦日を超える部分については、暦日ごとに入湯税が課されます。 

 

 
入湯税の納税義務者は、鉱泉浴場（温泉施設）を利用される方です。 鉱泉浴場が設置された宿泊施設で

は、原則として、宿泊者を鉱泉浴場の利用をされた方とみなして入湯税を課します。ただし、個々の宿泊者の鉱

泉浴場の利用の有無を把握することができる場合は、利用していない方に対しては入湯税を課しません。 

 

 
堺市市税条例第８６条の２に規定する、次のいずれかに該当する方は、入湯税の課税が免除されます。  

 

１ 12 歳に達する日以後の最初の 3 月 31 日までの間にある方 

   上記の年齢条件を満たしている場合は、課税が免除されます。 

 

２ 一般公衆浴場に入湯する方 

    「一般公衆浴場」とは、物価統制令の規定に基づき、都道府県知事が入浴料金を定めている、いわゆる

「銭湯」をいいます。 

 

３ 地方税法第 292 条第 1 項第 10 号に該当する障害者の方 

（１）以下のいずれかの手帳の交付を受けている方 

療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、身体障害者手帳、戦傷病者手帳 

（２）（１）のほか、原子爆弾被爆者の方で、医療の給付を受けている方など 

（課税免除の対象になるか不明な場合は、P.7 のお問い合わせ先までご連絡ください。） 

 

４ 宿泊を伴わない入湯をする者であって、当該入湯に係る料金（消費税及び地方消費税に相当する額

を除く。）として１，０００円未満の額を負担する方 

入湯に係る料金とは、入場料、休憩料、入湯料等の名称にかかわらず、当該鉱泉浴場を利用するため

に支払う料金（タオル、食事、休憩等入湯以外の費用が含まれている場合は当該費用を含みます。ただ

し、入湯のみに要する料金が明示され、かつ、当該料金での利用が可能である場合は当該料金をいいま

す。以下「利用料金」）のことをいいます。 

 宿泊を伴わない入湯のみの料金設定 入湯に係る料金となるもの 

入湯のみの料金設定があり、 

明示されている場合で、 

実際に入湯のみの利用ができる場合 入湯のみの料金 

実際には入湯のみの利用ができない場合 入湯以外の費用を含めた

料金 入湯のみの料金設定がなく、入湯のみの利用ができない場合 

但し、以下のいずれかに該当する場合は、次に定める金額が入湯に係る料金となります。 

第３   納税義務者   

第 4   課税免除   
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（１） 延⾧料金等の追加料金が発生する場合 

鉱泉浴場の一定時間以上の利用に延⾧料金等の追加料金が発生する場合は、利用料金に追加

料金を加えた額が入湯に係る料金となります。  

 

（２） 日によって異なる料金の設定を行っている場合  

曜日又は期間（キャンペーン期間）等によって料金が異なる場合は、入湯する日の利用料金の額が

入湯に係る料金となります。  

 

（３） 回数券を利用する場合  

販売額を当初の利用可能回数で除して得た金額が入湯に係る料金となります。  

【例】１回の利用・・・・・・・1,000 円      回数券（11 枚綴り）・・・10,000 円 

 回数券を利用してご利用される場合は、回数券１枚分の単価で判断します。  

10,000 円 ÷ 11 枚 ＝１枚あたり約 909 円となり、入湯に係る料金が 1,000 円未満にな

り、課税免除となります。 

   

（４）会員料金や定期券を使用する場合  

会員料金の額や定期券の販売額を、最大利用可能回数又は日数で除した金額が入湯に係る料

金となります。  

  

（５）割引券や無料券を使用する場合  

その名称（「無料券」、「優待券」など）にかかわらず、実際に支払う額と入手に要した費用の合算

額が入湯に係る料金となります。 

 

（６） ポイントを利用する場合 

       ポイントを料金の値引きに充当する場合はポイント利用「後」の料金が入湯に係る料金となり、ポイン

トを現金同等のものとして支払いを行う場合、ポイント利用「前」の料金が入湯に係る料金となります。 

 

【例】１回の利用が 1,200 円（10%税込では 1,320 円）で 420 円分のポイントを利用 

 ①ポイントを値引きに充当する場合、支払うべき入湯に係る料金が 780 円（10%税抜き）となりま

す。この場合、ポイント利用後の 780 円（10%税抜）が入湯に係る料金となるため、入湯税は課

税免除となります。 

②ポイントを現金同等のものとして支払いを行う場合、実際の支払は 900 円（10%税込）となりま

す。この場合、ポイント利用前の 1,200 円（10%税抜）が入湯に係る料金となるため、入湯税が

課税されます。 

 

  



５ 

 

５  学校（学校教育法第１条に規定する学校（大学を除く。）及び就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園をいう。）

が実施する修学旅行その他の教育上の見地から行われる行事に参加している幼児、児童、生徒若しくは

学生又は当該行事における引率者及び介添者   

 

(1) 学校  

「学校」とは、幼保連携型認定子ども園、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特

別支援学校及び高等専門学校をいいます。いわゆる専門学校（専修学校、各種学校等）や海外の学

校の生徒等は、学校行事であっても課税となります。  

 

(2) 修学旅行その他の教育上の見地から行われる行事  

「修学旅行その他の教育上の見地から行われる行事」とは、修学旅行など、教育課程に基づき行われる

集団宿泊、野外活動等をいい、部活動は含みません。  

 

(3) 引率者及び介添者  

「引率者」とは、引率を行う教師等の学校関係者をいいます。「介添者」とは、心身の障害等により介助

が必要な幼児等を介助する保護者や看護師等をいいます。旅行業者の添乗員やカメラマンなどは該当し

ません。    

  

６  医療法第１条の２第２項に規定する医療提供施設若しくは社会福祉法第２条第１項に規定する社

会福祉事業の用に供する施設又は地域住民の福祉の向上を図ることを目的とした施設で市⾧が適当と

認めるものにおいて入湯する者 

      該当施設については、鉱泉浴場経営（異動）申告書（様式第２２号）において、「施設の種類」欄

の「条例第８６条の２第１項第６号に該当する施設」にチェックして申告してください。 

 

 
 鉱泉浴場を経営する方は、入湯税について次の手続きが必要となります。電子申告・納付する場合

は、P.７をご覧ください。また、様式の記入方法については、Ｐ.12 以降の記入例をご覧ください。 

 

1. 鉱泉浴場を経営する方に必要な手続き［鉱泉浴場経営（異動）申告書（様式第２２号）］ 

次の（１）又は（２）の場合、鉱泉浴場経営（異動）申告書（P.9）を提出してください。堺市市

税条例の規定により、入湯税を徴収していただく必要のない場合であっても、鉱泉浴場経営（異動）申告

書については、鉱泉浴場を経営する全ての方に提出していただく必要があります。 

 

（１） 新たに鉱泉浴場を経営しようとするとき 

鉱泉浴場を経営しようとする方は、経営開始日の前日までに提出してください。  

（２） 休止、廃止その他申告した事項に異動がある場合  

  第５ 申告等の手続き   
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休止、廃止、経営されている方や施設の内容、入湯に係る料金など、これまでに申告いただいた内容

に変更がある場合には、すみやかに提出してください。 

 

   また、鉱泉浴場経営（異動）申告書を提出する際は次の書類を添付してください。 

＜添付書類＞ 

・温泉分析書の写し 

・（「施設の利用区分」が宿泊を伴わない入湯の場合のみ）入湯に係る料金がわかる資料 

※入湯に係る料金については、入湯と食事等とのいわゆるセット料金が設定されている場合や、平日

と休日とでメニューや料金が異なる場合など、全てのプランの内容がわかる資料を添付してください。 

  

2. 特別徴収を行っていただく方に必要な手続き 

入湯税の徴収は、特別徴収の方法によって行っていただきます。特別徴収とは、地方税法及び堺市市税

条例に基づき指定された特別徴収義務者の方（鉱泉浴場を経営する方）に、納税者から入湯税を徴収し

ていただき、堺市に納入していただく方法です。 

 

（１） 入湯税納入申告書［様式第２１号］の提出 

 特別徴収義務者は、鉱泉浴場の入湯客から入湯税を徴収し、毎月 15 日までに前月分の入湯客数、

税額その他必要な事項を記入した入湯税納入申告書（P.10）を提出してください。  

（２） 入湯税納入書による納入 

納入金については、毎月 15 日までに入湯税納入申告書に記入した前月分の徴収税額を金融機関

等を通じて入湯税納入書により納入してください。納付先金融機関については、堺市ホームページ

（https://www.city.sakai.lg.jp/kurashi/zei/nofu/nofubasho/nofuhoho.html）をご確認く

ださい。 

（３） 帳簿の作成及び保存 

特別徴収義務者は、堺市市税条例の規定により、毎日の①入湯客数、②課税免除となる入湯客

数、③課税となる入湯客数、④入湯に係る料金、⑤入湯税額について、1 月ごとに帳簿を作成し、法定

納期限の翌日から７年間保存してください。なお、様式の指定はありませんが、上記①～⑤の項目は必ず

記載して下さい。 

【保存期間の例】  

10 月分（10 月１日～31 日分）の場合は、法定納期限（11 月 15 日）の翌日（11 月１6

日）から７年後の 11 月 15 日までとなります。 

 

※ 求償権について 

入湯税の納税義務者が特別徴収義務者に入湯税額を支払わなかった場合や納税義務者から入湯税

額を徴収することを忘れてしまった場合などにおきましては、特別徴収義務者は、その納税義務者に対して

求償権を有します。  
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したがって、入湯税について申告・納入していただく際には、徴収できなかった入湯税額等を、徴収すべき

であった日（鉱泉浴場の利用日）の入湯客数や納入金の額等に含めて申告・納入してください。  

 

 ３．提出先及び問い合わせ先 

〒591-8037 

堺市北区百舌鳥赤畑町１丁３番地１ 

堺市 市税事務所 法人諸税課 総務諸税係  

TEL（０７２）２３１－９７４１ 

FAX（０７２）２５１－５６３１ 

（アクセス）  

 

 

 

 

最寄駅 JR 阪和線 「三国ケ丘」駅 

          南海高野線 「三国ヶ丘」駅 

          南海バス 「三国ヶ丘駅前」 

 

(1) 郵便又は信書便での提出  

上記宛先へ送付してください。申告書等の控用の返信を希望される場合は、返信用の封筒・切手を同封

していただきますようお願いいたします。また、郵便又は信書便を利用された場合の提出日は、通信日付印の

日付が提出日となります。 

 

(２) eＬＴＡＸによる提出  

令和５年１０月１６日より、電子申告・納税が可能となりました。詳しくは、eＬＴＡＸのホームページ

（https://www.eltax.lta.go.jp）をご確認ください。 

 

    
            入湯税納入申告書に記載した課税標準や税額等の計算が、法令の規定に従っていなかったこと又は計

算に誤りがあったことにより税額が過大である場合は、地方税法第 20 条の 9 の 3 の規定により、法定納

期限から５年以内に限り更正の請求をすることができます。 

入湯税における法定納期限は、堺市市税条例第 86 条の 5 第３項に基づき、入湯税を徴収すべき日

の属する月の翌月の 15 日となります。 

 

 

 

第６   更正の請求   



８ 

 

    
法定納期限内に納入されない場合は、延滞金が課されます。 

■延滞金の計算 （令和６年中） 

① 法定納期限の翌日から１月を経過する日まで 年２．４％ 

② ①の翌日以降 年８．７％ 

 

    
 過少な申告をされた場合には過少申告加算金が、期限までに申告をされなかった場合には不申告加算金

が、それぞれ次表のとおり課されます。   

 

区分  加算金が課される場合  加算金の割合  

過少申告 

加算金  

期限までに申告があり、その税額が実際の税額より

少ないため、更正があった場合  

不足税額×１０％  

（不足税額のうち、期限までに申告した税額又

は５０万円のいずれか多い金額を超える部分

については、５％を加算し、１５％）  

不申告 

加算金  

期限後に申告があった場合又は期限までに申告が

ないため、決定があった場合  
納入すべき税額×１５％  

 （納入すべき税額のうち、５０万円を超える部

分については、５％を加算し、２０％）  

期限後に申告があり、その税額が実際の税額より少

ないため、更正があった場合  

決定後に、その税額が実際の税額より少ないため、

更正があった場合   

期限後に申告があった場合で、決定があるべきことを

予知したものでないとき  
納入すべき税額×５％  

  

 
 適正・公平な課税の確保及び公平な税負担を図る観点から、入湯税に関する調査を行っています。調査に

際しては、関係する資料の提示等をお願いする場合がありますのでご協力をお願いします。  

第７   延滞金   

第８ 加算金 

第９   税務調査   
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（１）鉱泉浴場経営（異動）申告書 

様式第２２号 

 

 

鉱 泉 浴 場 経 営（異動）申 告 書 

 

年  月  日   

 堺市長 殿 

 

特別徴収義務者 住所（所在地） 

氏名（名 称） 

（代表者氏名） 

電 話 番 号 

 

 堺市市税条例第８６条の６の規定により、鉱泉浴場の経営について次のとおり申告します。 

申告区分 
□ 開始    □ 休止    □ 廃止   

□ その他（                         ） 

経営開始又は 

異動年月日 
年    月    日 

鉱泉浴場施設の 

所在地 
堺市 

施設の名称 

（フリガナ） 

 

施設の種類 

□ 一般公衆浴場 

□ 物価統制令に基づく統制額を入湯料金としている 

 □ 物価統制令に基づく統制額以外の入湯料金を設定している 

□ その他の公衆浴場 

□ ホテル、旅館又は簡易宿所 

□ 条例第８６条の２第１項第６号に該当する施設 

□ その他 （                        ） 

施設の利用区分 □ 宿泊を伴う入湯     □ 宿泊を伴わない入湯 

宿泊を伴わない 

入湯に係る料金 

□ 常に１，０００円未満である 

□ 常に１，０００円以上である、又は１，０００円以上の場合がある 

※いずれの場合も消費税及び地方消費税に相当する額を除く。 

担
当
者 

所属部署 

氏名 

電話番号 

 

 

注意 

１ この申告書は、経営の開始の場合はその前日までに、休止若しくは廃止の場合又は申告した事項（担当者

に関する事項を除く。）に異動があった場合は速やかに提出しなければなりません。 

２ 「施設の種類」欄及び「施設の利用区分」欄は、該当する項目全てにチェックを記入してください。 

３ 経営の開始又は申告した事項（担当者に関する事項を除く。）に異動があった場合は、次に掲げる書類を

添付してください。 

(1) 温泉分析書の写し 

(2) 入湯に係る料金の額が分かる資料（「施設の利用区分」が宿泊を伴わない入湯の場合に限る。） 

第１０   様式集   
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（２）入湯税納入申告書 

    様式第２１号 

 

 

年  月分  入湯税納入申告書 

年  月  日  

 堺市長 殿 

 

特別徴収義務者 住所（所在地） 

氏名（名 称） 

（代表者氏名） 

電 話 番 号 

 堺市市税条例第８６条の５第３項の規定により、入湯税の納入について次のとおり申告します。 

入 湯 月  年    月 納 入 月 年   月 

鉱泉浴場施設の所在地 

鉱泉浴場施設の名称 

 宿泊を伴う入湯 宿泊を伴わない入湯 

① 前月中の入湯客数 人 人 

課
税
免
除
と
な
る
入
湯
客
数 

② ①のうち１２歳に達する日以後の最初
の３月３１日までの間にある者 人 人 

③ ①のうち地方税法第２９２条第１項 
第１０号の障害者 人 人 

④ ①のうち入湯に係る料金が１，０００
円未満の者（※１）  人 

⑤ ①のうち修学旅行等の学校教育上の行
事の参加者等（※２） 人 人 

⑥ 合計（②＋③＋④＋⑤） 人 人 

⑦ 課税となる入湯客数（①－⑥） 人 人 

⑧ 税率（１人１日当たり（※３）） １５０円 ７５円 

⑨ 入湯税額の小計（⑦×⑧） Ⓐ        円 Ⓑ        円 

⑩ 当月納入する入湯税額（Ⓐ＋Ⓑ） 円 

摘 要 

 

注意 この申告書は、前月中の入湯客について記載し、毎月１５日までに提出するとともに、そ

の納入金（上記⑩）は、納入書によって納入してください。 

 

※１ 宿泊を伴わない入湯をする者であって、当該入湯に係る料金（消費税及び地方消費税に相当する額を除く。）

として１，０００円未満の額を負担するもの 

※２ 学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校（大学を除く。）及び就学前の子ども

に関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定す

る幼保連携型認定こども園をいう。）が実施する修学旅行その他学校教育上の見地から行われる行事に参加

している幼児、児童、生徒若しくは学生又は当該行事における引率者若しくは介添者 

※３ 宿泊を伴う場合は、１泊をもって１日とする。 
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（３）入湯税納入書 
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（1）鉱泉浴場経営（異動）申告書 

様式第２２号 

 

 

注意 

１ この申告書は、経営の開始の場合はその前日までに、休止若しくは廃止の場合又は申告した事項（担当者

に関する事項を除く。）に異動があった場合は速やかに提出しなければなりません。 

２ 「施設の種類」欄及び「施設の利用区分」欄は、該当する項目全てにチェックを記入してください。 

３ 経営の開始又は申告した事項（担当者に関する事項を除く。）に異動があった場合は、次に掲げる書類を

添付してください。 

(1) 温泉分析書の写し 

(2) 入湯に係る料金の額が分かる資料（「施設の利用区分」が宿泊を伴わない入湯の場合に限る。） 

第 1１  記入例   

押印は不要です 
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（2）入湯税納入申告書 

様式第２２号 

 

 

※  連泊する宿泊客は、宿泊期間中の１日ごとに計上してください。  

（例）「１人で１泊」の場合:「１人」と記入   「１人で２泊」の場合:「２人」と記入  

  

令和〇〇年４月分  入湯税納入申告書 

令和〇〇年５月１日  

 堺市長 殿 

 

特別徴収義務者 住所（所在地）堺市〇〇区〇〇町〇〇番地 

氏名（名 称）株式会社〇〇温泉旅館 

（代表者氏名）堺 太郎 

電話番号 ０７２－〇〇〇〇―〇〇〇〇 

 堺市市税条例第８６条の５第３項の規定により、入湯税の納入について次のとおり申告します

入 湯 月 令和〇〇年４月分 納 入 月 令和〇〇年５月 

鉱泉浴場施設の所在地 堺市〇〇区〇〇町〇〇番地 

鉱泉浴場施設の名称  〇〇温泉旅館 

 宿泊を伴う入湯 宿泊を伴わない入湯 

① 前月中の入湯客数 １，０００人 ３００人 

課
税
免
除
と
な
る
入
湯
客
数 

② ①のうち１２歳に達する日以後の最
初の３月３１日までの間にある者 １００人 ２０人 

③ ①のうち地方税法第２９２条第１項 
第１０号の障害者 ２０人 １０人 

④ ①のうち入湯に係る料金が１，０００
円未満の者（※１）  ５０人 

⑤ ①のうち修学旅行等の学校教育上の
行事の参加者等（※２） ３００人 ４０人 

⑥ 合計（②＋③＋④＋⑤） ４２０人 １２０人 

⑦ 課税となる入湯客数（①－⑥） ５８０人 １８０人 

⑧ 税率（１人１日当たり（※３）） １５０円 ７５円 

⑨ 入湯税額の小計（⑦×⑧） Ⓐ ８７，０００ 円 Ⓑ  １３，５００ 円 

⑩ 当月納入する入湯税額（Ⓐ＋Ⓑ） １００，５００円 

摘 要 

 

注意 この申告書は、前月中の入湯客について記載し、毎月１５日までに提出するとともに、そ

の納入金（上記⑩）は、納入書によって納入してください。 

 

※１ 宿泊を伴わない入湯をする者であって、当該入湯に係る料金（消費税及び地方消費税に相当する額を除く。）

として１，０００円未満の額を負担するもの 

※２ 学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校（大学を除く。）及び就学前の子ども

に関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定す

る幼保連携型認定こども園をいう。）が実施する修学旅行その他学校教育上の見地から行われる行事に参加

している幼児、児童、生徒若しくは学生又は当該行事における引率者若しくは介添者 

※３ 宿泊を伴う場合は、１泊をもって１日とする。 

押印は不要です 
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（３）入湯税納入書 

 

 
 

Ｑ1 宿泊利用されている方から、病気や怪我などにより浴場を利用していないとの申出がありました。この場合、

入湯税は課されますか。 

 

 

 

 

Ｑ2 入湯税の申告をしない場合や、納入しなかった場合は、どうなりますか。 

Ａ２ 地方税法及び堺市市税条例の規定により、特別徴収義務者は、毎月 15 日までに、前月分の毎

日の徴収すべき入湯税額その他必要な事項を記入した納入申告書を提出し、その納入金を納入しな

ければならない、とされています。 

  期限までに申告しない場合や過少申告をした場合には、加算金や延滞金が課されることがあります。ま

た、期限までに納入されず、督促されてもなお完納されない場合、特別徴収義務者に対して財産の差

押え等の滞納処分を行うこととなります。 

 

  

Ａ１ 鉱泉浴場が設置された宿泊施設におきましては、原則として、宿泊者の方は鉱泉浴場を利用された

方とみなして、入湯税が課税されます。ただし、宿泊者の方個々の鉱泉浴場の利用の有無を把握でき

る場合は、鉱泉浴場を利用していない方に対しては課税されません。  

第 1２ よくある質問   
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１．堺市市税条例（抜粋） 
第３章 目的税 

第１節 入湯税 

（入湯税の納税義務者等） 

第８６条 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消

防施設その他消防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観

光施設の整備を含む。）に要する費用に充てるため、鉱泉浴場にお

ける入湯に対し、入湯客に課する。 

（入湯税の課税免除） 

第８６条の２ 次に掲げる者に対しては、入湯税を課さない。 

(1) １２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者 

(2) 一般公衆浴場（公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号）第１条第１

項に規定する公衆浴場であって、物価統制令（昭和２１年勅令第１１

８号）第４条の規定に基づき公衆浴場入浴料金の統制額が指定され

ているものをいう。）において入湯する者 

(3) 法第２９２条第１項第１０号の障害者 

(4) 宿泊を伴わない入湯をする者であって、当該入湯に係る料金（消

費税及び地方消費税に相当する額を除く。）として１，０００円未満の

額を負担するもの 

(5) 学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学

校（大学を除く。）及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律第２条第７項に規定する幼保連携型

認定こども園をいう。）が実施する修学旅行その他学校教育上の見

地から行われる行事に参加している幼児、児童、生徒若しくは学生

又は当該行事における引率者若しくは介添者 

(6) 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の２第２項に規定する医

療提供施設若しくは社会福祉法第２条第１項に規定する社会福祉

事業の用に供する施設又は地域住民の福祉の向上を図ることを目

的とした施設で市長が適当と認めるものにおいて入湯する者 

（入湯税の税率） 

第８６条の３ 入湯税の税率は、次の各号に掲げる区分に応じ、入湯

客１人１日（宿泊を伴う場合にあっては、１泊をもって１日とする。）に

つき、当該各号に定める額とする。 

(1) 宿泊を伴う入湯 １５０円 

(2) 宿泊を伴わない入湯 ７５円 

（入湯税の徴収の方法） 

第８６条の４ 入湯税の徴収は、特別徴収の方法による。 

（入湯税の特別徴収の手続） 

第８６条の５ 入湯税の特別徴収義務者は、鉱泉浴場の経営者とす

る。 

２ 前項の特別徴収義務者は、鉱泉浴場における入湯客が納付す

べき入湯税を徴収しなければならない。 

３ 第１項の特別徴収義務者は、毎月１５日までに、前月１日から同

月末日までに徴収すべき入湯税に係る税額その他必要な事項を記

載した納入申告書を市長に提出し、及びその納入金を納入書によっ

て納入しなければならない。 

（入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告） 

第８６条の６ 鉱泉浴場を経営しようとする者は、経営開始の日の前

日までに、次に掲げる事項を市長に申告しなければならない。申告

した事項に異動があった場合においては、速やかにその旨を申告し

なければならない。 

(1) 住所及び氏名又は名称 

(2) 鉱泉浴場施設の所在地 

(3) 前２号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

（入湯税の特別徴収義務者に係る帳簿の記載義務等） 

第８６条の７ 入湯税の特別徴収義務者は、毎日の入湯客数、入湯

に係る料金及び入湯税額を帳簿に記載しなければならない。 

２ 入湯税の特別徴収義務者は、前項の帳簿を１月ごとに区分して

作成し、第８６条の５第３項に規定する納期限の翌日から起算して７

年を経過する日までこれを保存しなければならない。 

   附 則（令和６年６月１９日条例第２８号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日（以下「公布日」という。）から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。 

(1) 第１条中第８６条から第８６条の３まで、第８６条の６及び第８６条の

７の改正規定並びに附則第６項及び第７項の規定 令和７年４月１日 

(2) （略） 

２～５ （略） 

 （入湯税に関する経過措置） 

６ 新条例第８６条の２及び第８６条の３の規定は、附則第１項第１号

に掲げる規定の施行の日（以下この項において「施行日」という。）以

後の入湯（施行日の前日に宿泊した者による当該宿泊に係る施行

日の入湯を除く。次項において「施行日以後の入湯」という。）に対し

て入湯客に課する入湯税について適用し、施行日前の入湯（施行

日の前日に宿泊した者による当該宿泊に係る施行日の入湯を含

む。次項において「施行日前の入湯」という。）に対して入湯客に課

する入湯税については、なお従前の例による。 

７ 新条例第８６条の７第２項の規定は、施行日以後の入湯に係る帳

簿について適用し、施行日前の入湯に係る帳簿については、なお

従前の例による。 

８ （略） 

 

２．入湯税取扱要綱 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、堺市市税条例（昭和４１年条例第３号。以下「条

例」という。）に規定する入湯税の取扱いについて必要な事項を定め

る。 

（条例第８６条に規定する鉱泉浴場） 

第２条 条例第８６条に規定する鉱泉浴場とは、原則として温泉法（昭

和２３年法律第１２５号）第２条第１項に規定する温泉を利用する浴場

をいう。ただし、同項の温泉に類するもので鉱泉と認められるものを利

用する浴場等社会通念上鉱泉浴場として認識されるものを含む。 

（条例第８６条の２第２号に規定する一般公衆浴場において入湯する

者） 

第３条 条例第８６条の２第２号に規定する一般公衆浴場において入

湯する者とは、入湯に係る料金として同号の統制額（物価統制令（昭

和２１年勅令第１１８号）第３条第１項ただし書きの許可を受けた場合

は、当該許可を受けた額）を支払い当該浴場において入湯する者を

いう。 

 （条例第８６条の２第４号に規定する宿泊等） 

第４条 条例第８６条の２第４号及び第８６条の３に規定する宿泊とは、

旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第２条第５項又は住宅宿泊事業

法（平成２９年法律第６５号）第２条第２項に規定する宿泊をいう（以下

本要綱において同じ。）。ただし、２暦日にわたらない宿泊（いわゆる

デイユース）については、宿泊に該当しないものとする。 

２ 条例第８６条の２第４号及び第８６条の３第２号に規定する宿泊を伴

わない入湯とは、次項に規定する宿泊を伴う入湯以外の入湯をいう。 

３ 条例第８６条の３第１号に規定する宿泊を伴う入湯とは、原則とし

て、鉱泉浴場の経営者が旅館業法第３条の２第１項に規定する営業

者又は住宅宿泊事業法第２条第４項に規定する住宅宿泊事業者であ

る施設（以下「宿泊施設」という。）に宿泊する者の当該鉱泉浴場にお

ける入湯をいう。 

（条例第８６条の２第４号に規定する入湯に係る料金） 

第５条 条例第８６条の２第４号に規定する入湯に係る料金とは、入場

料、休憩料、入湯料等の名称にかかわらず、入湯客が鉱泉浴場に入

湯するために支払う料金（タオル、食事、休憩等入湯以外の費用が含

まれている場合は当該費用を含む。ただし、入湯のみに要する料金

が明示され、かつ、当該料金での利用が可能である場合は当該料金

第 1３   参考資料（法令の規定）   
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をいう。以下「利用料金」という。）をいい、次の各号に掲げる場合は当

該各号に定める額をいう。 

(1) 鉱泉浴場の一定時間以上の利用に追加料金が必要である場合 

利用料金に当該追加料金を加えた額 

(2) 日によって異なる料金の設定を行っている場合 入湯する日の利

用料金の額 

(3) 回数券を使用する場合 当該回数券の販売額を当初の利用可能

回数で除して得た額 

(4) 会員料金又は定期券を使用する場合 当該会員料金の額又は当

該定期券の販売額を最大利用可能回数又は日数で除して得た額 

(5) 割引券、優待券、無料券等（以下「割引券等」という。）を使用する

場合 当該割引券等の入手に要した費用の額と当該割引券等の使用

による減額後の額の合計額 

(6) 企業発行ポイントを使用する場合（利用料金から当該ポイント相当

額を減額する場合に限る。） 当該ポイントの使用による減額後の額 

(7) 共通ポイント又は企業発行ポイントを使用する場合（利用料金から

当該ポイント相当額を減額する場合を除く。） 利用料金の額 

（条例第８６条の２第５号に規定するその他学校教育上の見地から行

われる行事等） 

第６条 条例第８６条の２第５号に規定するその他学校教育上の見地

から行われる行事とは、教育課程に基づき行われる集団宿泊、野外

活動等をいう。 

２ 条例第８６条の２第５号に規定する引率者若しくは介添者とは、生

徒等の引率を行う学校関係者や心身の障害等を有する生徒等を介添

する者をいい、旅行業者の添乗員等を含まない。 

（条例第８６条の２第６号に規定する地域住民の福祉の向上を図ること

を目的とした施設） 

第７条 条例第８６条の２第６号に規定する地域住民の福祉の向上を

図ることを目的とした施設とは、地域住民の福祉の向上を図るため、

本市、国、大阪府その他公共団体又は公共的団体が専ら近隣の住民

に使用させることを目的として設置した施設をいう。 

（宿泊施設の鉱泉浴場における入湯） 

第８条 宿泊施設の鉱泉浴場における入湯については、当該鉱泉浴

場において入湯しないことが明らかな場合を除き、当該宿泊施設に宿

泊する者を入湯客とみなして条例第８６条の３第１号の税率を適用す

るものとする。 

（２暦日以上にわたる宿泊を伴わない入湯） 

第９条 鉱泉浴場が設置された施設における２暦日にわたる宿泊を伴

わない入湯については、当該施設への滞在開始時刻の属する日１日

の入湯とし、条例第８６条の３第２号の税率を適用するものとする。 

２ 前項の場合において、３暦日目以降も継続して当該施設に滞在す

る場合の３暦日目以降の当該鉱泉浴場における入湯については、暦

日ごとに入湯税を課し、条例第８６条の３第２号の税率を適用するもの

とする。 

 （雑則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、入湯税の取扱いについて必

要な事項は、所管部長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行し、同日以後の入湯（同日の前

日に宿泊した者による当該宿泊に係る同日の入湯を除く。）について

適用する。 

 

３．地方税法（抄） 

 第４章 目的税 

   第４節 入湯税  

（入湯税）  

第７０１条 鉱泉浴場所在の市町村は、環境衛生施設、鉱泉源の保

護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備並

びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する費用に充てる

ため、鉱泉浴場における入湯に対し、入湯客に入湯税を課するもの

とする。  

（入湯税の徴収の方法）  

第７０１条の３ 入湯税の徴収については、特別徴収の方法によらな

ければならない。  

（入湯税の特別徴収の手続）  

第７０１条の４ 入湯税を特別徴収によつて徴収しようとする場合にお

いては、浴場の経営者その他徴収の便宜を有する者を当該市町村

の条例によつて特別徴収義務者として指定し、これに徴収させなけ

ればならない。  

２ 前項の特別徴収義務者は、当該市町村の条例で定める納期限

までにその徴収すべき入湯税に係る課税標準額、税額その他条例

で定める事項を記載した納入申告書を市町村に提出し、及びその

納入金を当該市町村に納入する義務を負う。  

３ 前項の規定によつて納入した納入金のうち入湯税の納税者が特

別徴収義務者に支払わなかつた税金に相当する部分については、

特別徴収義務者は、当該納税者に対して求償権を有する。  

４特別徴収義務者が前項の求償権に基いて訴を提起した場合にお

いては、市町村の徴税吏員は、職務上の秘密に関する場合を除くほ

か、証拠の提供その他必要な援助を与えなければならない。  

（徴税吏員の入湯税に関する調査に係る質問検査権）  

第７０１条の５ 市町村の徴税吏員は、入湯税の賦課徴収に関する調

査のために必要がある場合においては、次に掲げる者に質問し、又

は第１号の者の事業に関する帳簿書類（その作成又は保存に代え

て電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他の人の知覚によつ

ては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。）の作成又は保存が

されている場合における当該電磁的記録を含む。次条第１項第１号

及び第２号において同じ。）その他の物件を検査し、若しくは当該物

件（その写しを含む。）の提示若しくは提出を求めることができる。  

（１）特別徴収義務者  

（２）納税義務者又は納税義務があると認められる者  

（３）前２号に掲げる者以外の者で当該入湯税の賦課徴収に関し直

接関係があると認められるもの  

２ 前項の場合においては、当該徴税吏員は、その身分を証明する

証票を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを提示しなけれ

ばならない。  

３ 市町村の徴税吏員は、政令で定めるところにより、第１項の規定

により提出を受けた物件を留め置くことができる。  

４ 入湯税に係る滞納処分に関する調査については、第１項の規定

にかかわらず、第７０１条の１８第６項の定めるところによる。  

５ 第 1 項又は第３項の規定による市町村の徴税吏員の権限は、犯

罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。  

（入湯税に係る検査拒否等に関する罪）  

第７０１条の６ 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲

役又は５０万円以下の罰金に処する。  

（１）前条の規定による帳簿書類その他の物件の検査を拒み、妨げ、

又は忌避した者  

（２）前条第１項の規定による物件の提示又は提出の要求に対し、正

当な理由がなくこれに応ぜず、又は偽りの記載若しくは記録をした

帳簿書類その他の物件（その写しを含む。）を提示し、若しくは提出

した者  

（３）前条の規定による徴税吏員の質問に対し、答弁をしない者又は

虚偽の答弁をした者  

２ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人，使用人その他の従

業者がその法人又は人の業務又は財産に関して前項の違反行為を

した場合においては，その行為者を罰するほか，その法人又は人に

対し，同項の罰金刑を科する。  

（入湯税の脱税に関する罪）  

第７０１条の７ 第７０１条の４第２項の規定によつて徴収して納入すべ

き入湯税に係る納入金の全部又は一部を納入しなかつた特別徴収

義務者は、５年以下の懲役若しくは１００万円以下の罰金に処し、又

はこれを併科する。  
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２ 前項の納入しなかつた金額が１００万円を超える場合において

は、情状により、同項の罰金の額は、同項の規定にかかわらず、１０

０万円を超える額でその納入しなかつた金額に相当する額以下の額

とすることができる。   

３ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従

業者がその法人又は人の業務に関して第１項の違反行為をした場

合においては、その行為者を罰するほか、その法人又は人に対し、

同項の罰金刑を科する。  

４ 前項の規定により第１項の違反行為につき法人又は人に罰金刑

を科する場合における時効の期間は、同項の罪についての時効の

期間による。  

（納期限後に申告納入する入湯税に係る納入金の延滞金）  

第７０１条の１１ 入湯税の特別徴収義務者は、第７０１条の４第２項の

納期限後にその納入金を納入する場合においては、当該納入金額

に，同項の納期限の翌日から納入の日までの期間の日数に応じ、年

１４．６パーセント（当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期

間については、年７．３パーセント）の割合を乗じて計算した金額に

相当する延滞金額を加算して納入しなければならない。  

２ 市町村長は、特別徴収義務者が第７０１条の４第２項の納期限ま

でに納入金を納入しなかつたことについてやむを得ない理由がある

と認める場合においては、前項の延滞金額を減免することができる。  

（入湯税に係る納入金の過少申告加算金及び不申告加算金）  

第７０１条の１２ 納入申告書の提出期限までにその提出があつた場

合（納入申告書の提出期限後にその提出があつた場合において、

次項ただし書又は第７項の規定の適用があるときを含む。以下この

項において同じ。）において、第７０１条の９第１項又は第３項の規定

による更正があつたときは、市町村長は、当該更正前の納入申告に

係る課税標準額又は税額に誤りがあつたことについて正当な理由が

ないと認める場合には、当該更正による不足金額（以下この項にお

いて「対象不足金額」という。）に１００分の１０の割合を乗じて計算し

た金額（当該対象不足金額（当該更正前にその更正に係る入湯税

について更正があつた場合には、その更正による不足金額の合計

額（当該更正前の納入申告に係る課税標準額又は税額に誤りがあ

つたことについて正当な理由があると認められたときは、その更正に

よる不足金額を控除した金額とし、当該入湯税について当該納入す

べき金額を減少させる更正又は更正に係る審査請求若しくは訴えに

ついての裁決若しくは判決による原処分の異動があつたときは、こ

れらにより減少した部分の金額に相当する金額を控除した金額とす

る。）を加算した金額とする。）が納入申告書の提出期限までにその

提出があつた場合における当該納入申告書に係る税額に相当する

金額と５０万円とのいずれか多い金額を超えるときは、その超える部

分に相当する金額（当該対象不足金額が当該超える部分に相当す

る金額に満たないときは、当該対象不足金額）に１００分の５の割合

を乗じて計算した金額を加算した金額とする。）に相当する過少申告

加算金額を徴収しな  ければならない。  

２ 次の各号のいずれかに該当する場合には、市町村長は、当該各

号に規定する納入申告、決定又は更正により納入すべき税額に１０

０分の１５の割合を乗じて計算した金額に相当する不申告加算金額

を徴収しなければならない。ただし、納入申告書の提出期限までに

その提出がなかつたことについて正当な理由があると認められる場

合は、この限りでない。  

（１） 納入申告書の提出期限後にその提出があつた場合又は第７０

１条の９第２項の規定による決定があつた場合  

（２） 納入申告書の提出期限後にその提出があつた後において第７

０１条の９第１項又は第３項の規定による更正があつた場合  

（３） 第７０１条の９第２項の規定による決定があつた後において同

条第３項の規定による更正があつた場合  

３ 前項の規定に該当する場合（同項ただし書又は第７項の規定の

適用がある場合を除く。）において、前項に規定する納入すべき税

額（同項第２号又は第３号に該当する場合には，これらの規定に規

定する更正前にされた当該入湯税に係る納入申告書の提出期限後

の納入申告又は第７０１条の９第１項から第３項までの規定による更

正若しくは決定により納入すべき税額の合計額（当該納入すべき税

額を減少させる更正又は更正に係る審査請求若しくは訴えについ

ての裁決若しくは判決による原処分の異動があつたときは，これらに

より減少した部分の税額に相当する金額を控除した金額とする。）を

加算した金額）が５０万円を超えるときは、前項に規定する不申告加

算金額は、同項の規定にかかわらず、同項の規定により計算した金

額に、その超える部分に相当する金額（同項に規定する納入すべき

税額が当該超える部分に相当する金額に満たないときは、当該納

入すべき税額）に１００分の５の割合を乗じて計算した金額を加算し

た金額とする。  

４ 第２項の規定に該当する場合（同項ただし書若しくは第７項の規

定の適用がある場合又は納入申告書の提出期限後にその提出があ

った場合においてその提出が当該納入申告書に係る入湯税につい

て市町村長の調査による決定があるべきことを予知してされたもので

ないときを除く。）において、納入申告書の提出期限後のその提出又

は第７０１条の９第１項から第３項までの規定による更正若しくは決定

があった日の前日から起算して５年前の日までの間に、入湯税につ

いて、不申告加算金（納入申告書の提出期限後にその提出があっ

た場合において、その提出が当該納入申告書に係る入湯税につい

て市町村長の調査による決定があるべきことを予知してされたもので

ないときに徴収されたものを除く。）又は重加算金（次条第３項にお

いて「不申告加算金等」という。）を徴収されたことがあるときは、第２

項に規定する不申告加算金額は、前２項の規定にかかわらず、これ

らの規定により計算した金額に、第２項に規定する納入すべき税額

に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とする。  

５ 納入申告書の提出期限後にその提出があつた場合において、そ

の提出が当該納入申告書に係る入湯税について市町村長の調査

による決定があるべきことを予知してされたものでないときは、当該

納入申告書に係る税額に係る第２項に規定する不申告加算金額

は、同項の規定にかかわらず、当該税額に１００分の５の割合を乗じ

て計算した金額に相当する額とする。  

６ 市町村長は、第１項の規定により徴収すべき過少申告加算金額

又は第２項の規定により徴収すべき不申告加算金額を決定した場

合には、遅滞なく、これを特別徴収義務者に通知しなければならな

い。  

第２項の規定は、第５項の規定に該当する納入申告書の提出があ

つた場合において、その提出が、納入申告書の提出期限までに提

出する意思があつたと認められる場合として政令で定める場合に該

当して行われたものであり、かつ、納入申告書の提出期限から１月を

経過する日までに行われたものであるときは、適用しない。    

 

４．地方税法施行令（抄） 
  第３章の４ 入湯税  

（法第７０１条の１２第７項の納入申告書の提出期限までに提出する

意思があつたと認められる場合）  

第５６条の１２ 法第７０１条の１２第７項に規定する納入申告書の提出

期限までに提出  する意思があつたと認められる場合として政令で

定める場合は、次の各号のいずれにも該当する場合とする。   

１ 法第７０１条の１２第７項に規定する納入申告書の提出があつた

日の前日から起算して１年前の日までの間に、入湯税について、同

条第２項第１号に該当することにより不申告加算金額又は重加算金

額を課されたことがない場合であつて、同条第７項の規定の適用を

受けていないとき。   

２ 前号に規定する納入申告書に係る納入すべき税額の全額が、次

に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める期限又は日まで

に納入されていた場合  

イ ロに掲げる場合以外の場合 当該納入すべき税額に係る法第７０

１条の４第２項の納期限（納期限の延長があつたときは，その延長さ

れた納期限）  

ロ 市町村長が当該納入申告書に係る納入について口座振替の方

法による旨の申出を受けていた場合 当該納入申告書の提出があつ

た日  

１７ 


